
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
東北食農連携ネット“FACNeT”第７号をお届けします。 

第７号では，6 月 15 日の企画委員会修了後に訪問しました宮城県富谷市の竹林生産組合での

関係者との話合いの中から，現在の集落営農組織が抱える問題とその支援の方向について考えて

みました。 

 

話合い出席者と竹林生産組合の概要 

 このような話合いのきっかけは，東北ハイテク研究会の中核コーディネータである星野が，竹林生

産組合の中核メンバーの一人である佐藤農園の代表者である佐藤政悦氏と知り合いであったこと，ま

た，同研究会事務局長である門間が，本年 2 月に当該地域の集落営農の推進方向に関して講演を行っ

たのがきっかけであった。話合いには，東北ハイテク研から門間と星野が，竹林生産組合からは佐藤

さんと 3 名の組合役員の方が，担当農協（JA あさひな）から担当者 2 名，富谷市農林振興課から課

長補佐 1 名が参加した。 

竹林生産組合は，大豆転作組合をベースとした３つの集落からなる集落営農組織であり，今年で結

成 11 年目を迎える。構成員は 28 人，主たる生産の担い手は 7 人であり，水稲の加入面積は 60ha，

大豆 24ha であり，３つの集落の全耕地の約半分を組合が耕作している。 

 

竹林生産組が抱える問題と支援課題と今後の 

 竹林生産組合では，水稲について枝番方式で組合員自らが個別管理を行い，転作作物の大豆の

生産管理を組合が行う方式を採用している。現在の最大の課題は，個別で管理する水稲生産が優

先で，大豆生産は後回しにされ，大豆圃場の集約化，大区画化が困難である点にある。その結果，

大豆生産は連作せざるをえず，連作障害の発生により単収は 80kg/10a と低い。ブロックロー

テーションを採用すれば，大豆の生産力は向上するが，実践できていない。また，発足した当時

36 人いた組合員も，現在 26 人に減少しており，今後急激に減少することが予想されている。

表は，本研究会の門間が分析した富谷町を含む黒川地域の農家数の 20 年後の予測結果である。

この結果から，今後 60％近くの農家が離農し，農業を支える農家は 3％前後と極端に減少する

ことがわかる。もし，担い手が離農した農家の農地を引き受けて規模拡大すると仮定すると，担

い手の経営規模は富谷町では 100ha を超えることが予測され，担い手農家の大規模化が進むこ
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とが予想される。 

 

 



 しかしながら，竹林生産組合の方々との話合いでは，離農の拡大と特定の農家の大規模化によ

って地域を守るよりも，集落営農で地域を守っていきたいという意向が強い。そのために，なん

としてでも水稲と大豆のブロックローテーションを実現して，大豆の単収を上げて，組合員にそ

の成果を還元したい希望している。そのためには，地域におけるブロックローテーションの合理

的な方法と組合員の合意形成の仕方の解明，大豆単収向上のための栽培技術の向上が不可欠であ

ると考えている。現在，集落営農に関しては後継者の確保が見通せない状況にあり，できる限り

早い段階で，法人化に取り組み，後継者の確保を目指したいと念願している。また，最近はイノ

シシによる大豆の被害が年々深刻化していることに大きな不安を抱えている。 

 

集落営農組織の法人化の方向 

以下の図は，東北農業研究センターが実施した「東北地域における集落営農の法人化への展開

条件」に関する研究成果情報の一部である。ここでは，集落営農組織を法人化するための２つの

道筋（①転作作物生産の拡大，②水稲部門の組織化）が示されている。この成果を参考に竹林生

産組合の法人化の道筋を考えて見たい。 

 図は  

 第１段階－小区画でもいいから大豆のブロックローテーション区画を作り，大豆の単収向上を

実現して組合員に示す＜技術指導が不可欠＞。 

 第２段階－大豆・水稲のブロックローテーション計画の策定と組合員への提示。当面理解を示

してくれた組合員圃場からブロックローテーションを始め，参加者のメリットを実証していく。

水稲生産を組合主導で組織化する＜計画作りの支援が必要＞。 

 第 3 段階－竹林生産組合における法人化のメリットを体系的に整理し，組合員への参加を要請

する。一定数の賛同者が得られた段階で法人化に踏み切る。その後も継続して法人への参加を組

合員に呼びかけていく＜法人経営のメリットの体系的整理を支援＞）。 


